
重点事業の実績・状況等 資料２

後期計 R2 R3 R4 R5 R6

2,000 400 400 400 400 400

2,000 400 400 400 400 400

659,050 133,450 123,400 128,400 141,400 132,400

659,050 133,450 123,400 128,400 141,400 132,400

2,640 0 0 840 900 900

2,640 0 0 840 900 900

16,480 300 3,800 3,800 4,280 4,300

16,480 300 3,800 3,800 4,280 4,300

30,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

30,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

12,000 0 0 0 6,000 6,000

12,000 0 0 0 6,000 6,000

3,000 0 0 0 0 3,000

1,000 0 0 0 0 1,000

・事業承継のための融資に対する支援（R3～）や移住者等の新たな層による事業承継
を強化するためのオンライン・プラットフォームを活用したマッチング事業を実施し
ている
・必要とする事業者が活用できるよう、支援機関（商工会議所、商工会、金融機関、
相談所等）と連携して制度の周知を実施している
・事業承継の意識啓発や成功事例を学ぶことを目的とした事業承継セミナーを開催し
た（R6.2）

・スマート農業推進プロジェクトを中心に病害虫防除用ドローンやラジコン草刈機な
どを導入している
・スマート農業推進プロジェクトにおいて、新たに開発・導入をすすめていく技術に
ついての関係者と協議を行っている

・新型コロナウイルス感染症に対する経済対策の一環として、国・県が支援する生産
性革命推進事業に対する市上乗せ助成を行った（R2～）
・令和3年度には、新技術の導入支援に関するセミナーを開催、令和4年度には、地域
経済懇談会において生産性向上に関する先進事例のセミナーを開催し市内事業者との
意見交換等を実施した
・令和5年度には市内事業者のデジタル技術活用による生産性向上に資する取り組みに
対する助成制度を創設した

・JETRO等と連携し、海外販路拡大を希望・検討している市内事業者への情報提供や海
外輸出の際の手続き等のアドバイスを行っている
・戦略派遣職員による海外バイヤーとの商談や市内産品の海外販路拡大に向けた大手
食品商社へのプレゼンを実施している
・令和6年度から、BtoBマーケティング（企業間取引）施策として輸出関連商社と連携
し、市が海外バイヤー等と商談できる展示会へ出展する

商工振興課

農務課

商工振興課

商工振興課

事業承継支援事業

スマート農業導入事業

中小企業新技術導入事業

海外マーケティング調査の実施

重点№

1

1

2

3

4

5

1

戦略

1

2

2

2

2

2

3

1

1

1

1

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性

1

1

1

重点事業名

働き方改革推進事業

若者定住促進事業

移住戦略に基づく施策の推進

主管課

雇用・産業創
出課

雇用・産業創
出課

ブランド戦略
課

実績・状況等

・働き方改革に係るセミナーを開催した（R4.9、11、R5.1）
・テレワークの推進など多様な働き方への対応が求められており、セミナーの内容や
講師を多様なものとした

・高校生含めた若者全体に対する地元就労の支援をすすめていくため、若者定住促進
に向けた支援内容を令和5年度から刷新した（地元就労に対する奨励金の支給、賃貸借
初期費用に対する助成、奨学金返済に対する助成の拡大）

・移住促進において取り組むべき基本的方向性を定めることを目的に、移住戦略を策
定した（R3.4）
・令和3年度には、飛騨高山移住定住サポートセンター、飛騨高山移住者ネットワーク
「ツラッテ」を創設し、令和4年度には、移住コーディネーター「飛騨高山暮らし案内
人」を設置した
・市への移住を考えている方や移住された方をサポートすることを目的に、移住ガイ
ドを作成した（R6.1）

1



後期計 R2 R3 R4 R5 R6
重点№戦略

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性 重点事業名 主管課 実績・状況等

1,000 1,000 0 0 0 0

1,000 1,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

230,600 72,600 10,000 43,000 48,000 57,000

230,600 72,600 10,000 43,000 48,000 57,000

0 － 65,000 60,000 230,000

0 － 65,000 60,000 180,000

114,190 0 － － 107,090 7,100

266,190 0 － － 107,090 159,100

75,500 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100

75,500 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100

131,859 11,859 105,000 5,000 5,000 5,000

131,859 11,859 105,000 5,000 5,000 5,000

21,300 0 0 7,300 7,000 7,000

21,300 0 0 7,300 7,000 7,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

90,470 23,270 16,800 16,800 16,800 16,800

90,470 23,270 16,800 16,800 16,800 16,800

・旧飛騨舟山スノーリゾートアルコピアの一部施設の譲渡を実施した（R5.10)
・旧飛騨舟山スノーリゾートアルコピアの索道施設（3基）の解体を実施した
（R5.12）
・スキー場廃止後の地域振興等について、検討会を中心に議論をすすめている
・令和5年度から令和7年度にかけて、索道施設等の解体をすすめている

・公共交通の利用機会を創出し、利用促進を図るため「のりものラリーinたかやま」
を開催した（R5.11）
・バスロケーション（位置情報表示）システムの本格運用を開始した（R5.4）
・（一社）飛騨・高山観光コンベンション協会と連携し、匠バス車内のデジタルサイ
ネージの内容の充実し本格運用を開始した（R5.4）

・令和4年4月11日より運営を開始した

・農業振興地域や農用地のゾーニングが現状と乖離している現状を踏まえ、農業振興
地域整備計画の見直しに向けて、農用地の特定作業（R4）や、基礎資料の作成（R5)を
実施し、令和6年度には計画書の作成作業をすすめる

・非農家等に対する農地利用規制等を緩和し、令和3年9月から運用を開始した
・運用開始後、耕作条件不利な農地2件、空家等に付属する農地9件の権利取得を許可
した（R3.9～R5.1）
・令和5年度から国の規制緩和により非農家でも耕作意欲あれば農地を取得可能となっ
た

・家畜診療所を設置し、家畜診療や検診、防疫衛生業務を開始した（R2.4～）

・直営によるコロナ禍を踏まえた教育旅行の調査を行っている（R2～）
・新型コロナウイルス感染症の影響による修学旅行先の変更に対応するため、教育旅
行で高山に訪れる学生等に対しクーポンを発行する教育旅行促進事業を創設した（R2
～）
・新型コロナウイルス感染症の影響により教育旅行のニーズ等が大きく変化している
状況を踏まえ、教育旅行促進事業を継続しつつ、アンケート等による直営調査を継続
する

・商工会議所他関連団体と、実証実験に向けた打合せを行った（R3.4）
・国府地域において日本遺産を巡るサイクルラリーを実施した（R4.10～）
・国府地域のほか、奥飛騨温泉郷地区でも地域内を周遊するためのe-bikeを導入する
など、各地域ごとで地域内の周遊性を高めるための自転車活用が進んでいる

・観光を活用した持続可能な地域経営方針（案）について市議会産業建設委員会へ協
議（R5.9）し、市内関係団体への説明会を実施した（R5.10～）

・近隣住民や事業者による新たな組織が設立された（R2.7）
・旧富田家住宅修繕、駐車場便所新築等の整備（R3.12）、旧野首家住宅修繕（R5.2）
及び旧新井家住宅修繕（R6.2）を行った
・文学散歩道整備を行っている

・平湯町内会をはじめ、関係事業者等と平湯バスターミナル周辺整備等について協議
をすすめている（R4.12～）
・（仮称）平湯駐車場の測量設計業務を実施している
・平湯大滝公園測量設計及び建物解体設計業務を実施している

観光課

都市計画課

雇用・産業創
出課

農務課

農務課

畜産課

観光課

観光課

観光課

観光課

観光課

スキー場のあり方の検討結果に
基づく対応

観光特化型バスの運行

飛騨高山にぎわい交流館「大
政」の活用

農業振興地域整備計画の見直し

非農家に対する農地利用規制等
の緩和

家畜診療所運営事業

教育旅行に係る調査の実施

サイクルツーリズムの推進

観光ビジョンの策定
⇒観光を活用した持続可能な地
域づくり方針の策定

飛騨民俗村再整備事業

奥飛騨温泉郷活性化事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1
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後期計 R2 R3 R4 R5 R6
重点№戦略

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性 重点事業名 主管課 実績・状況等

30,000 0 － 10,000 10,000 10,000

30,000 0 － 10,000 10,000 10,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,350,000 0 0 50,000 500,000 800,000

1,690,000 0 0 50,000 500,000 1,140,000

1,026,180 92,690 177,890 247,300 247,300 261,000

1,026,180 92,690 177,890 247,300 247,300 261,000

45,070 13,270 4,200 4,200 14,200 9,200

45,070 13,270 4,200 4,200 14,200 9,200

2,300 2,300 0 0 0 0

2,300 2,300 0 0 0 0

34,250 250 8,500 8,500 8,500 8,500

34,250 250 8,500 8,500 8,500 8,500

0 0 0 0 0 0

30,000 0 0 0 0 30,000

602,920 0 0 32,920 225,000 345,000

602,920 0 0 32,920 225,000 345,000

30,100 0 0 0 100 30,000

30,100 0 0 0 100 30,000

・森林環境譲与税を活用した森林整備等の推進に関する様々な事業を展開している
（H31～）
・高性能林業機械やＩＣＴ機器等、スマート林業の導入へ支援（R5～）
・ぎふ木遊館サテライト施設の整備へ支援（R5～R6)

・産業連関表の作成及び地域経済構造分析、市内流通に関する調査を実施している
（R5）
・産業振興の方向性等を議論・検討する地域経済懇談会を設置（H31）し、令和2、3年
度においては、コロナ禍で浮き彫りとなった課題及び深刻な影響を受けた産業の打開
策等について、令和4年度においては、ウィズコロナ社会を見据えた先進地より講師を
招聘し、意見交換を実施した
・令和6年度から必要なときにテーマを設定し関係する事業者と意見交換等を実施する

・マイナポイント制度の周知やマイキーID設定の支援を実施した
・令和4年1月より、国によるマイナポイント事業の第2弾が開始され、令和5年9月に終
了した

・健診・医療・介護のデータを活用し、健康課題を明確にして、訪問等による保健指
導や、介護予防事業や通いの場等を活用したフレイル予防教室を実施した
・健康状態不明者に対しては訪問による実態把握を行い、健診やフレイル予防教室の
情報提供を行った

・令和4年度から5年度にかけて設計を実施した
・12月議会にて契約の議決後、建築工事、電気工事、管工事業者と契約を締結した
（R5.12）
・起工式（R6.2）後、工事に着工し、令和7年4月の業務開始に向けて整備をすすめる

・飛騨圏域の住民が必要な医療を受けられる安定的かつ持続可能な医療体制の構築と
維持を目指すため、高山赤十字病院、久美愛厚生病院と市が医療人材の確保等に連携
して取り組むための協定を締結し、３者での継続的（月１回）な協議を開始した
（R5.8～）
・医療人材確保に関する「３者連携協定締結記念合同研修会」を開催した（R5.12）
・連携協定に基づき、岐阜大学と共同で寄附講座を開設（R6～10予定）し、最先端の
医療者教育と人材確保に向けて取り組みをすすめている
・寄附講座開設準備経費として、岐阜大学へ寄付金を納付した（R6.2）

・移動診療車の展示会（先進導入自治体からの活用状況の説明等）へ参加した
（R5.8）
・運用方法、搭載するオンライン診療機器の検討を継続的に行っている（R5）
・令和6年度中の導入、実証事件を予定している

・賃貸利用のみを条件とした牛舎建設整備について、市内の農業法人等と協議をすす
めたものの、事業主体として実施する意向はなかった
・令和4年度に自己の繁殖牛舎拡張とあわせて賃貸スペースを確保する整備に対して助
成した

・令和4年度には、農業土木施設整備にかかる農家負担の見直しを行った
・都市計画用途区域内の水路など農業外効果の割合が高い水路について状況の確認を
行い（R5.4～）、管理区分見直しについて検討をすすめている

・令和4年度に設計、令和5年度から整備工事を行っている
・令和7年度に開設する
・当初、卸事業者で整備予定であったプレハブ型冷凍冷蔵庫については、本体工事と
ともに、国の補助事業が採択される見込みとなったことから、令和6年度中に整備を行
う
・その他の機能強化については、令和6年度に補助制度を創設する

森林政策課

商工振興課

商工振興課

健康推進課
市民課

高年介護課

医療課

医療課

医療課

畜産課

農務課

農務課

100年先の森林づくり推進事業

地域経済戦略事業

消費活性化事業

高齢者の保健事業と介護予防の
一体的実施

南高山地域におけるセンター拠
点診療所の整備

【新規】
３者連携協定による医療体制の
確保・充実

移動診療車（オンライン診療機
能搭載）の導入

賃貸型牛舎整備に対する助成

農業土木施設の整備にかかる農
家負担の見直し

地方卸売市場の整備

15

1

2

1

3

2

4

12

13

14

1

4

4

4

4

5

5

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

1

1

1
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後期計 R2 R3 R4 R5 R6
重点№戦略

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性 重点事業名 主管課 実績・状況等

1,931 331 400 400 400 400

1,931 331 400 400 400 400

48,000 0 12,000 12,000 12,000 12,000

48,000 0 12,000 12,000 12,000 12,000

20,400 0 0 6,800 6,800 6,800

20,400 0 0 6,800 6,800 6,800

111,100 21,900 22,300 22,300 22,300 22,300

111,100 21,900 22,300 22,300 22,300 22,300

6,000 0 0 0 3,000 3,000

10,000 0 0 0 3,000 7,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

37,930 7,530 7,600 7,600 7,600 7,600

37,930 7,530 7,600 7,600 7,600 7,600

1,472,000 290,000 290,000 290,000 301,000 301,000

1,472,000 290,000 290,000 290,000 301,000 301,000

220,000 0 0 20,000 100,000 100,000

220,000 0 0 20,000 100,000 100,000

35,970 7,170 7,200 7,200 7,200 7,200

35,970 7,170 7,200 7,200 7,200 7,200

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

11,580 0 0 0 0 11,580

57,680 0 0 0 46,100 11,580

1,753,000 0 6,000 112,000 552,000 1,083,000

1,753,000 0 6,000 112,000 552,000 1,083,000

5,270 0 1,370 1,300 1,300 1,300

5,270 0 1,370 1,300 1,300 1,300

351,410 5,090 86,520 86,600 86,600 86,600

351,410 5,090 86,520 86,600 86,600 86,600

・校務支援システムを利用した業務の推進及び教職員等に対する研修を行った
（R3.6、11）

・小・中学校単位で学校運営協議会（20団体）が設立され、コミュニティ・スクール
がスタートした（R2.4～）

・文部科学省の指導を受けながら、不登校生徒のための学習施設として学びの多様化
教室「にじ色」の開室に向けた検討を重ね、施設整備や入校者募集などを実施し
（R4.4～）、令和6年4月から開室する

・整備に向けた基本的な設計状況について、地域での説明会（R5.6）を実施するとと
もに、整備に向け工事（R5.9）に着手し、令和7年度の開校を予定している

・いじめ未然防止のための支援・指導を実施するいじめ防止アドバイザー等を小・中
学校に派遣した（R3.4～）

・国のGIGAスクール構想の加速化を受け、児童・生徒1人1台タブレットを前倒し整備
した（R2）
・タブレットの利活用を推進するため、学校ICT環境活用ワーキンググループを開催
し、情報収集・発信及び教員に対する研修を行った（年間5回）
・休校や学級閉鎖時などの対応として、通信環境のない家庭用の貸出用モバイルWi-Fi
を整備し、学校と家庭を結んでのオンライン学習を行う体制が整った（R4）

・中核機関「成年後見支援センター」を設置し、成年後見制度の周知啓発や相談対
応、利用支援などを実施した（R4.4～）
・権利擁護支援のための地域連携ネットワーク「成年後見制度利用促進協議会」を開
催した（R5.7、R6.2）

・福祉サービス総合相談支援センター内の生活困窮者相談を拡充し、就労準備支援事
業、家計改善支援事業を実施した（R3.4～）

・地域において、課題の抽出や事業実施に向けた意見交換、対応の検討をすすめてい
る
・令和6年度より移動スーパーの運営に必要な費用の助成制度を創設する

・令和4年4月に誰にもやさしいまちづくり推進指針を見直し、具体的な取り組み等に
ついて追加、変更を行った

・児童福祉、母子保健に関し、包括的な支援を行う「こども家庭センター」を設置す
る（R6.4）

（こども家庭センターの設置に統合）

・産婦の休養・休息のための支援や助産師による相談事業を開始した（R2.4～）

・子ども医療費助成の対象者を義務教育修了後から18歳到達後の3月31日まで拡大した
（R5.4～）

・荘川地域における学校整備と併せた保育園整備（基本設計等）について、地域での
説明会（R5.6）を実施するとともに、整備に向け工事（R5.9）に着手した
・令和7年度に荘川保育園を小規模保育事業所として開園を予定している

・県や郡上市、白川村と連携し、地域医療連携推進法人を設立した（R2.4）
・医師の相互の人材派遣、職員研修、人材育成等を連携して実施している

・福祉サービス総合相談支援センター内に基幹相談支援センターを設置し、専門職員
による障がい者への相談支援を強化した（R3.4～）

学校教育課

学校教育課

学校教育課

教育総務課

学校教育課

学校教育課

高年介護課

福祉課

高年介護課

総合政策課

健康推進課
子育て支援課

健康推進課

健康推進課

福祉課

子育て支援課

医療課

福祉課

校務支援システムの導入

コミュニティ・スクールの推進

【新規】
学びの多様化教室「にじ色」の
開設・運営

荘川小・中学校の整備
⇒荘川さくら学園（義務教育学
校）の整備

いじめ防止アドバイザー等の派
遣

タブレット配置の拡大

成年後見制度の利用促進

総合相談窓口の設置の拡大（総
合相談機能の充実）

買い物支援事業

誰にもやさしいまちづくりの推
進

【新規】
こども家庭センターによる支援
体制の強化

【統合】
母子健康包括支援センターの設
置

産後ケア

子ども医療費助成事業

公立保育園整備事業

地域医療連携推進法人への参画

基幹相談支援センターの設置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2

3

4

5

6

2

2

2

3

3

3

3

3

3

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2
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後期計 R2 R3 R4 R5 R6
重点№戦略

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性 重点事業名 主管課 実績・状況等

349,820 45,820 76,000 76,000 76,000 76,000

349,820 45,820 76,000 76,000 76,000 76,000

169,700 0 0 4,700 57,500 107,500

134,700 0 0 4,700 57,500 72,500

25,200 5,200 5,000 5,000 5,000 5,000

25,200 5,200 5,000 5,000 5,000 5,000

596,160 0 0 0 29,160 567,000

596,160 0 0 0 29,160 567,000

100,000 0 0 0 0 100,000

100,000 0 0 0 0 100,000

320,000 0 0 20,000 200,000 100,000

320,000 0 0 20,000 200,000 100,000

3,000 0 0 0 0 3,000

3,000 0 0 0 0 3,000

6,500 3,100 3,100 100 100 100

6,500 3,100 3,100 100 100 100

110,000 0 0 0 10,000 100,000

110,000 0 0 0 10,000 100,000

・関係団体（体育協会、新サッカー場建設プロジェクト委員会）との意見交換を行っ
た（R3.9、11、R4.1)
・整備方針について、市議会福祉文教委員会へ協議した（R4.12）
・令和5年度に整備に向けた設計を行い、令和5年度～6年度に整備工事を行う

・関係団体（体育協会、軟式野球連盟、野球場建設プロジェクト委員会）との意見交
換を行った（R3.9、10、11、R4.2)
・整備方針について、市議会福祉文教委員会へ協議した（R5.9）
・令和5～6年度に整備に向けた設計を行い、令和7～9年度に整備工事を行う

・隣接する赤保木公園との一体的利用を可能とする整備方針について、市議会福祉文
教委員会、産業建設委員会へ協議した（R4.2）
・指定管理者による管理等の管理運営方針について、市議会福祉文教委員会へ協議し
た（R6.1）
・令和4年度に設計、令和5年4月に工事を発注し、令和6年7月の業務開始に向けて整備
をすすめている

・在住外国人からの相談内容に応じて、通訳の手配や担当窓口への取り次ぎ等を実施
した
・令和5年度に岐阜県多文化共生推進委員や多文化共生を推進するNPO法人などと外国
人相談窓口のあり方などについて意見交換を実施した
・令和6年度から秘書交流課内に相談窓口を設置するとともに、多言語に対応できるよ
う翻訳機を導入する

・関係団体（文化庁、県、大学）と調査方針等について協議（R3.8）し、現地調査を
実施した（R3.10～R5.3）
・現地調査の結果を取りまとめた調査報告書を刊行する（R6.3）

・高山駅西地区の将来の姿やその実現に向けた方針を示すまちづくり構想を令和5年3
月に策定した
・市議会において、高山駅西地区まちづくり構想に基づく各種施策等について審査及
び調査を行う特別委員会が設置された（R5.6）
・地区内における施設の整備方針案、事業手法等及び施設整備基本計画について、市
議会高山駅西地区まちづくり構想に関する特別委員会に協議した（R5.10、R6.1、2）
・令和5年度内の複合・多機能施設整備基本計画の策定に向け、パブリックコメントや
市民との意見交換、事業者へのサウンディング調査などをすすめている
・令和6年度から、複合・多機能施設の整備・運営を行う事業者の公募、選定をすすめ
る

・電子黒板を全小・中学校の普通教室、少人数教室、理科室に配置した（R2.10）
・全小・中学校において指導者用デジタル教科書（国語、社会、算数・数学、理科、
外国語・英語）を配置した（R2.4～）
・学習者用デジタル教科書について国の実証事業を活用して全ての小・中学校に配置
した

・荘川義務教育学校（仮称）の整備と合わせ、荘川センターの基本的な設計状況につ
いて、地域での説明会（R5.6）を実施するとともに、工事（R5.9）に着手し、令和7年
度の供用開始を予定している
・新高山センターの整備方針について福祉文教委員会へ報告した（R6.1）
・新高山センターの整備方針について福祉文教委員会へ報告（R6.1）するとともに、
令和６年度に実施するPPP手法検討調査及びPPPアドバイザリー業務委託に向けて準備
をすすめている

・令和2年7月1日より運営を開始した

スポーツ
推進課

スポーツ
推進課

スポーツ
推進課

秘書交流課

文化財課

総合政策課

学校教育課

教育総務課

総合政策課

サッカー競技場の整備（体育施
設整備事業）

野球場の整備（体育施設整備事
業）

市民プールの整備（体育施設整
備事業）

外国人相談窓口の設置

伝統的建造物群保存地区拡大事
業

高山駅西地区まちづくり推進事
業

電子黒板の配置の拡大・デジタ
ル教科書の配置

学校給食センター整備事業

若者等活動事務所管理事業

1

2

3

4

1

1

7

8

9

3

3

3

4

4

4

4
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2
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後期計 R2 R3 R4 R5 R6
重点№戦略

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性 重点事業名 主管課 実績・状況等

172,540 34,540 34,500 34,500 34,500 34,500

210,440 34,540 34,500 34,500 34,500 72,400

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

45,000 15,000 0 0 15,000 15,000

35,000 15,000 0 0 15,000 5,000

15,230 1,230 0 0 0 14,000

15,230 1,230 0 0 0 14,000

9,543,430 700 100,000 132,730 3,380,000 5,930,000

9,543,430 700 100,000 132,730 3,380,000 5,930,000

408,000 0 0 0 8,000 400,000

26,000 0 0 0 8,000 18,000

287,100 40,000 97,000 134,100 3,000 13,000

287,100 40,000 97,000 134,100 3,000 13,000

1,034,000 30,000 189,000 555,000 130,000 130,000

1,034,000 30,000 189,000 555,000 130,000 130,000

2,423,000 136,000 250,000 233,000 917,000 887,000

2,423,000 136,000 250,000 233,000 917,000 887,000

545,500 260,000 57,500 0 29,600 198,400

365,000 260,000 57,500 0 29,600 17,900

10,000 0 0 0 0 10,000

10,000 0 0 0 0 10,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

・高山IC～（仮称）丹生川IC間は、令和4年度に用地買収が完了し、全区間で工事がす
すめられている
・丹生川町日面～奥飛騨温泉郷平湯間を優先整備区間とし、事業採択に向け詳細ルー
ト・構造の検討がすすめられている

・建設地（案）を現高山火葬場周辺地域に見直すことを決定（R5.5）し、新火葬場建
設検討委員会や地元説明会を開催した（R5.5～）
・建設地（案）周辺の現況測量や道路調査等を実施し、立地上の課題を解決すること
ができる建築計画等の概略検討をすすめている（R5.7～）
・新火葬場建設に伴う課題への対応について、市議会福祉文教委員会に協議した
（R6.2）

・敷地造成工事及びプラント建設工事を実施している（工期：R8.2）

・跡地の有効活用を図るため、安定化調査を実施している
・跡地利用の基本設計業務委託を実施した（R5.6）
・事業の進捗状況を踏まえ、整備時期を延伸する

・農集荒城処理区及び特環福地処理区は令和4年度末までに統合工事が完了し、供用し
た
・農集上中処理区は令和5年度に統合工事が完了し、令和6年4月から供用開始する

・起点側から市道交差点区間の一部で土地・補償契約を締結した（R4）
・起点側から市道交差点部に向けて工事（L=293.4m）を実施している
・国道158号の付近の一部及び起点側から市道交差点区間の一部で用地交渉を実施して
いる

・松之木工区で、土地・補償契約を実施した
・函渠工及びＡ１橋台工の工事を実施した
・水文調査業務及び、残土処分場測量設計業務を実施した
・建物等補償調査積算業務（錦町工区）を実施した
・錦町工区・江名子工区の用地交渉を実施している

・裁決申請・明渡申立てを行い、岐阜県の収用委員会に諮った
・踏切から国道４１号区間の一部で工事（L=43.9m）を実施した
・鉄道事業者との基本協定に向けた協議をすすめている
・鉄道事業者による整備時期の見直しにより、整備時期の変更を行う

・令和6年度は測量設計業務を実施する予定である

・整備を行う国において、2工区（一之宮町～千島町）のうち石浦町地内の用地測量を
実施した（R.2～R.3）

・中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的に推進するため、
中心市街地活性化基本計画の策定について、産業建設委員会へ協議し、国へ申請を
行った
・計画において、下町エリアのグランドデザインや中心市街地における交通対策の検
討を包含した内容にしている
・中心市街地活性化協議会を開催し、中心市街地活性化基本計画について意見聴取を
行った（R5.9～）

（中心市街地の活性化に統合）

・東山周遊エリアに大雄寺広場（公衆トイレ）を整備した（R2.11）
・城山公園（二之丸）の公衆トイレの再整備を行っている（R6.3完成）
・北山公園の再整備に向け、令和6年度に設計し、令和7年度に工事を実施する

建設課

火葬場建設
推進課

ごみ処理場
建設推進課

ごみ処理場
建設推進課

下水道課

建設課

建設課

建設課

建設課

建設課

雇用・産業創
出課

都市計画課

雇用・産業創
出課

都市計画課

中部縦貫自動車道（高山～平湯
間）の整備促進

火葬場建設事業

ごみ焼却施設の整備（ごみ処理
施設建設事業）

ごみ埋立処分地跡地の整備（ご
み処理施設建設事業）

下水道処理区域の再編整備

旅行村線の整備

松之木千島線（松之木～江名子
間）の整備

松之木千島線（県道～国道４１
号間）の整備

西之一色花岡線の整備

国道４１号（石浦バイパス）の
整備促進

【新規】
中心市街地の活性化

【統合】
下町グランドデザインの策定

都市公園、地区公園の管理運営
の拡大（東山、北山周辺におけ
る公園施設の整備）・東山周遊
エリアにおけるまちかどスポッ
トの整備
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後期計 R2 R3 R4 R5 R6
重点№戦略

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性 重点事業名 主管課 実績・状況等

16,000 0 0 6,000 5,000 5,000

16,000 0 0 6,000 5,000 5,000

915,000 250,000 144,000 344,000 100,000 77,000

905,000 250,000 144,000 344,000 100,000 67,000

59,500 14,500 14,500 14,500 8,000 8,000

59,500 14,500 14,500 14,500 8,000 8,000

0 0 0 0 0 0

469,000 0 0 0 0 469,000

69,000 13,800 13,800 13,800 13,800 13,800

69,000 13,800 13,800 13,800 13,800 13,800

66,950 12,600 12,600 12,600 14,550 14,600

66,950 12,600 12,600 12,600 14,550 14,600

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

100,000 0 0 0 0 100,000

100,000 0 0 0 0 100,000

702,000 139,800 139,800 140,800 140,800 140,800

703,500 139,800 139,800 140,800 140,800 142,300

108,000 15,000 15,000 26,000 26,000 26,000

108,000 15,000 15,000 26,000 26,000 26,000

1,640 250 200 390 400 400

1,640 250 200 390 400 400

・消防団員に対する報酬について、すべて団員個人への直接支給に変更した（R4.4)
・消防団員の退職報償金支給額を勤務年数45年まで増額した（R6.1～）

・消火栓については、国の基準を参考に適正配置をすすめながら、老朽化や不具合の
修繕に加え、予防的更新を行うこととした
・高山地域の初期消火資器材を消火栓1に対し資器材1となるよう順次整備をすすめて
いる

・計画に基づく取り組みを実施した
・飛騨プラネタリウム、飛騨舟山スノーリゾートアルコピア、野麦の里、清見里人学
校、位山さくらの森等の廃止をすすめている
・公共施設整備等官民連携（PPP）の導入に向けて、個別施設における導入の可能性に
ついて検討をすすめている

消防総務課

指令課

・若年者運賃無料パスポート（ヤングパスポート）についてデジタルチケットの本格
導入を行った（R5.4～）
・市街地（東西南北線）におけるバスロケーション（位置情報表示）システムを導入
（R6.3～）
・のらマイカー（デマンド運行路線を除く）において、地図アプリなどで路線検索や
時刻表を閲覧できるようにするオープンデータGTFSを整備した（R6.3）

・上一之町花里線の無電柱化事業（電線共同溝工事）をすすめている（R3.2～）
・産業建設委員会と協議し、今後の無電柱化整備の方針を決定した(R5.7)
・電線管理者が行う無電柱化事業については、電線管理者からの意見聴取等により、
実施時期を見直した

・社会的、法的地位の確立した組織として、一般財団法人飛騨山脈ジオパーク推進協
会を設立した（R4.7）
・一般財団法人飛騨山脈ジオパーク推進協会の活動に対する支援（自然体験造成ツ
アー事業、プロモーション事業、教育促進事業）を行っている

・環境省の脱炭素先行地域の選定を受け、共同提案者（14社、1社団法人）への支援・
連携により、脱炭素化の取り組みを推進する

・ペレットストーブ等の購入に対する支援を行っている
・林地残材の有効活用のため、木の駅プロジェクトや積まマイカー（間伐材収集運搬
事業）を実施している
・市内のエネルギー循環・資金循環を推進するため、木質バイオマスの更なる利用促
進に向けた検討をすすめている

・広報たかやまにて「シリーズごみ」として、定期的にごみ減量化を呼び掛けた（偶
数月号）
・飛騨地域で実施されている「グリーンライフin飛騨（国のグリーンライフポイント
推進事業）」に事業者として参加するとともに、市民や市内事業者に周知啓発した
・フードドライブ及び衣類回収を実施した（R5.5～）
・第五次ごみ処理基本計画に基づき、事業系ごみの減量化をすすめるため、ごみ減量
化部会で検討を行った環境配慮に取り組む事業者を認証し支援する制度（高山市環境
配慮事業所認証制度）を開始した（R5.4～）

・国土強靭化基本計画を策定（R2.12）し、計画に基づく事業等の進捗管理を行ってい
る

・防災拠点となる避難所に重点的に分散備蓄をすすめている
・新ごみ焼却施設に防災機能を備え、避難所や備蓄倉庫の設置をすすめている

行政経営課

都市計画課

都市計画課

環境政策課

環境政策課

環境政策課

ごみ処理場
建設推進課

危機管理課

危機管理課

出動手当等の支給の拡大（消防
団員の処遇改善）

消火栓の管理の拡大・消防資器
材の整備の拡大（初期消火体制
の推進）

公共施設等総合管理計画推進事
業

新たな公共交通手段の導入
⇒新たな公共交通の手法の検討

無電柱化整備事業

飛騨山脈ジオパーク構想の取り
組みの拡大

【新規】
脱炭素先行地域づくりの推進

木質バイオマスエネルギーの利
用促進

ごみの減量化の取り組みの拡大

国土強靭化地域計画の策定

地域防災センター整備事業

3

4

1

14

1

2

3

4

5

1

2

3

4

4

4

4

5

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3
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後期計 R2 R3 R4 R5 R6
重点№戦略

計画額（上段：変更前、下段：変更後）
方向性 重点事業名 主管課 実績・状況等

693,700 0 0 43,700 300,000 350,000

693,700 0 0 43,700 300,000 350,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

301,800 88,200 139,000 74,600 0 0

357,800 88,200 139,000 74,600 0 56,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計画の
推進

計画の
推進

計画の
推進

計画の
推進

・事業用地の取得（R5.8契約）、所有権移転を行った（R5.10）
・建築工事について請負仮契約を締結した（R5.11）
・高根多目的センター新築工事（建築）請負契約の締結について、地方自治法に基づ
き議決をした（R5.12）
・高根多目的センター建築工事（建築、電気及び機械）について、請負契約を締結し
た（R5.12）
・令和6年度引き続き工事の実施及び備品等の整備を行う

・窓口業務改革の一環として、以下事業の実施を決定するとともに、その他の取組み
についても検討をすすめている
・行政手続きを行う市民のサービス向上や窓口業務の効率化を図るため、「行かなく
てもよい（オンライン申請の拡充）」「書かなくてもよい（窓口受付支援システムの
導入）」「待たなくてもよい（本庁舎内にマルチコピー機の設置）」窓口の整備を行
う

・自治基本条例（まちづくり基本条例）の制定について市議会全員協議会に協議
（R5.1）し、制定に向け検討をすすめている
・市議会において、自治基本条例等及び総合計画に関する特別委員会が設置された
（R5.6）
・市議会から自治基本条例等の制定に向けた取組みについての意見が提出された
（R5.9）
・第九次総合計画策定に向けた市民との意見交換において、自治基本条例（まちづく
り基本条例）の基本的事項について、市民周知をすすめている（R5.7～12）

・岐阜県域統合型ＧＩＳを活用し都市計画(R4.3)及び上水道情報データの整備(R2～4)
をすすめた
・令和6年度から、下水道情報データの整備をすすめる（R8完了予定）

・高山市ＤＸ推進計画（R4.1）及び行程表（R4.7）を策定し、デジタル技術の活用に
よる業務の効率化、市民サービスの向上に取り組んでいる
・「高山市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例」を制定し（R4.12）、行
政手続のオンライン化の拡大をすすめている

・出資団体台帳を整備し公表した（R4.12）
・出資等の見直しについて、市議会総務環境委員会への協議（R5.6）や事業者等に対
する意見聴取を経て、高山市出資団体への出資等のあり方基本方針を策定した
（R6.1）

契約管財課

行政経営課

総合政策課

行政経営課

行政経営課

行政経営課

庁舎等整備事業（高根多目的セ
ンターの整備）

【新規】
窓口業務改革の推進

まちづくりにおける新たな制度
やしくみの構築

情報システムの管理の拡大（地
図情報システム（ＧＩＳ）の多
目的利用）

ＤＸ（デジタルトランスフォー
メーション）の推進

出資等の見直し

2

3

1

2

3

4

5

5

3

3
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